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最 近 の 都 区 を 取 り 巻 く 状 況 

 

１ 大都市の財源狙い撃ちや都心直轄化の議論など 

（１）経済財政諮問会議 
 

 ○『経済財政改革の基本方針 200７～「美しい国」へのシナリオ～』 

（６月１９日経済財政諮問会議及び閣議決定）………………………………別紙１ 
 

   ・法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間で財政力に格差があることを

踏まえ、地方間の税源の偏在を是正する方策について検討し、その格差の縮小を目

指す。 

   ・「ふるさと」に対する納税者の貢献や、関わりの深い地域への応援が可能となる税制

上の方策の実現に向け、検討する。 

   ・「道州制ビジョン」の策定に向け、「道州制ビジョン懇談会」において、平成１９年

度中に道州制の理念や大枠等について論点を整理した中間報告を取りまとめる。 

 
 

  

   菅議員（総務大臣）提出資料より 

    ・地方消費税の充実とあわせ、法人課税の国・地方の配分のあり方の見直しな

どにより、税収の偏在を是正。 

    ・「ふるさと」に対する納税者の貢献や、関わりの深い地域への応援が可能とな

る税制上の方策の実現に向け、早急に研究会を立ち上げ。税制改正に間に合

うよう、基本的な考え方をとりまとめ。 

 

   尾身議員（財務大臣）提出資料より 

    ・財政力格差を是正するには、偏在の原因である地方法人二税自体の配分の見

直しを検討することが重要。 

 

   民間議員提出資料より 

    ・地方間の偏在度を小さくする工夫を行うべきである 

     －例えば、①偏在度の大きな法人二税について按分を変える方法、②偏在度

の大きな法人二税と小さな地方消費税を同額ずつ増減税する方法、③偏在度

の大きな法人二税を交付税財源にし、交付税財源である消費税を同額地方消

費税とする方法、等が考えられる 
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（２）地方分権改革推進委員会 

 ○『地方分権改革推進にあたっての基本的な考え方－地方が主役の国づくり－』 

（５月３０日）……………………………………………………………………別紙２ 
 

   ・国と地方の役割分担の徹底した見直しを行い、地方の担う事務と責任に見合った地

方税財源の充実確保等の観点から、税源配分の見直しをはじめとする地方税財政全

体の抜本的改革を進めなければならない。それにより、分権型社会にふさわしい地

方の税財政基盤を確立する。その際、地域間の財政力格差の縮小をはかり、どの地

域に暮らしていても勇気と希望がもたらされる豊かな自治が実現される仕組みにす

るとともに、東京等に税源が偏在している状況も念頭に置く必要がある。 

   ・受益と負担の関係の明確化等によりコスト意識を徹底し、自治体経営のスリム化と

効率化を進め、納税者の立場に立った身軽で機動的な地方自治体としていかなけれ

ばならない。 
 

  

   猪瀬委員提出資料より 

    「日本を救うための東京改造計画」 

     ・税収の偏在は国家的レベルで是正しなければならない。 

     ・東京都の税収は東京都民だけではなく、日本国全体のものである。日本を

救うための東京改造計画―東京ＤＣ特区構想も視野に入れて検討してはど

うか。 

 

（３）自由民主党道州制調査会 

 ○『道州制に関する第２次中間報告』（６月１４日）…………………………別紙３ 
 

   ・財政力の地域間格差を是正するためには、道州制全体の制度設計にあたっては、東

京に税収が集中するいわゆる「東京問題」への対応が必要不可欠である。 

   ・関連して、例えば東京２３区を国直轄として、その税収を各道州に配分することも

考えられる。 

 

（４）市町村合併の推進 

   ・市町村の合併に関する研究会が、『大都市部における市町村合併の推進について』（報

告書）をとりまとめた（４月２６日）。 

   ・総務省が全区市町村を対象とした市町村合併に関するヒアリングを実施し（５月）、

特別区については、「大都市部こそ合併効果が高いことから、特別区はより一層の行

政サービスの向上を目指して合併すべき」との指摘があった。 

＜第２回地方分権改革推進委員会（４月１７日）＞ 
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２ 東京都及び特別区の反論 

（１）東京都 
 

 ○『大都市狙い撃ちの「財政力格差是正論」への反論』（６月１日）………別紙４ 
 

   ・「都市対地方」の問題にすり替えることなく、「国と地方」のあるべき姿を目指すべ

き 

   ・国から地方への権限移譲とそれに見合う税源移譲、地方交付税を含む財政調整機能

のあり方などの一体的な見直しが急務 

 

 ○４都府県知事（東京都・神奈川県・愛知県・大阪府）による 

『地方税財政の見直しに対する緊急アピール』（６月１２日）……………別紙５ 

     ⇒６月１８日 塩崎官房長官に意見書を提出 
 

   ・地方分権改革をさらに進めるため、①地方の自由度を高めることにつながる権限移

譲、②消費税から地方消費税などの税源移譲を行うとともに、③地方交付税を含む

財政調整機能の充実をこれらと一体的に行い、地方税財源を拡充させること 

   ・地方税は、行政サービスを享受している企業や住民が応分の負担をすることを根拠

に課税しているものであり、こうした地方税の原則を無視した税制の見直しを行わ

ないこと 

 

 ○直轄化への反論（平成１９年第二回都議会定例会知事所信表明）（６月１２日） 
 

   ・「東京２３区を巡っては、都心を直轄地とするというような案が国などで取り沙汰さ

れていますが、本来、東京の自治のあり方は、都と区が主体的に考えるべき課題で

あります。第一、江戸時代の天領ではないのでありまして、都心に住む住民の方々

から自治の権利を奪うなどということは絶対にあってはなりません。」 

 

（２）特別区 

 ○『「東京富裕論」への反論～真に見直すべきは国と地方の関係です～』 

（６月１１日）……………………………………………………………………別紙６ 
 

   ・「東京富裕論」は、国の責任で解決すべき地方財源の確保の問題を地方自治体同士の

税収格差の問題にすり替えるものです。 

   ・一日も早く国と地方の役割分担を見直し、地方交付税による財源保障も含め、国か

ら地方へ実質的な権限と財源を移譲する地方分権改革を進めることこそ、今必要な

ことです。 

 





































平成１９年６月１日

東   京   都
 大都市狙い撃ちの「財政力格差是正論」への反論〈概要〉 

 

「都市対地方」の問題にすり替えることなく、「国と地方」のあるべき姿を目指すべき 
 

国から地方への権限移譲とそれに見合う税源移譲、地方交付税を含む財政調整機能のあり方などの一体的な見直しが急務 
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税収の偏在そのものも長期的には縮小 

地方自治体の「財政力」を税収のみに着目して議論するのは不適当
歳入、歳出、改革努力を合わせて考えるべき 

人口１人当たり地方税収の偏在度の推移人口１人当たり一般財源額 

税収の偏在は地方交付税制度によって調整済み  歳 入  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  道 路  23区内を走る大型車の 1/3 は、他県間の通過交通 

  空 港  国内便利用者の３割以上は、羽田空港に集中 

  港 湾  東京港で扱う輸入貨物の６割以上は、他県で消費 

国全体の利益につながるインフラ整備 
 

日本を支える首都東京には、大都市特有の財政需要が存在する 

いち早く取り組んだ行財政改革が、都財政の健全性回復に大きく寄与している 

都内の全踏切による経済損失は年間3,000億円 

  大都市需要に応える取組の例  
 

改革努力 

歳 出  

｢鉄道連続立体交差事業｣

事業費 約7,000億円 

（８路線10箇所） 

｢開かずの踏切｣の数

［東京］約 300箇所 

［全国］約 600箇所 

最大／最小の倍率

元 7 年度

 
 

 問題点  

◇ 受益に応じて負担するという住民税の原則に反する 

◇ ｢ふるさと｣という定義が明確でない 

税制のあるべき姿を歪めるもの 

 
「ふるさと納税」 

 

 
 

 問題点  

◇ 行政サービスを受ける法人は応分の負担をすべき 

◇ 自治体の企業誘致、産業振興等への意欲を減少させる 

法人二税の果たす役割を無視するもの 

消費税と法人二税の同額を交換

 

 
 

 問題点  

◇ 法人の事業活動と税の帰属が切り離される 

◇ 自治体の企業誘致、産業振興等への意欲を失わせる 

◇ 事実上の交付金化につながる 

地方分権改革の流れに逆行するもの 

法人二税を人口基準等により｢配分｣

 

 

地方税の原則や地方分権改革に反する
ような税制の見直しを行うべきではない
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